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に対する脆弱性が高く、後 開発途上国で発生する自然災害は全世界の一割程度に過ぎないが、死者の数では約半数を占めている。その原因としては、途上国では災害に強いインフラ整備や構造物対策が進まないこ 、行政の能力が不足して災害発生時の対応が十分でないこと、人口の増加と都市への集中、特に被害を受けやすい海岸や河川敷などに都市が拡大し 貧困層が多く居住 いることなどがあげられる。　
なかでも、太平洋やカリブ地域
などの小島嶼開発途上国は、海を隔てて近隣国から離 ている「隔










































































牲者を出したフィリピン・レイテ島の状況に比較すると、人的被害としては軽微であったといえる。両被災地 現地調査を通じて判明した、被害の程度 分け 要因は以下のとおりである。●フィリピン台風 害との比較　
台風ハイアンは現地時間の二〇
一三年一一月八日早朝にレイテ島に接近、フィリピン気象局は前日七日の夕刻、台風と高潮の警報を発表し避難を促していた。警報は住民に伝わっていたものの、多くの住民が高台の避難所に移動せず、海岸近くの自宅に残っている間に身動きが取れなくなり犠牲となった。住民からは、高潮警報は聞たものの、 「高潮」という現象が具体的にどのような危険を及ぼすものか理解できなかった、と声が多く聞かれた。また、警報受けて 、避難により家を空ける間に盗難にあうことを恐れ逃げ遅れた事例も多い。一方、コミュニティのリーダー 住民に対して強く避難を促したことで ほとんど犠牲者を出さなかった地区もある。警報を正しく理解する 、そして近隣住民との信頼関係やリーダーの存在など地域コミュニティの
危機対応能力が、被害の規模に大きく影響している。　
一方、バヌアツでのサイクロ














分や家族の身を守る（自助） 、隣近所や地域の助け合い（共助） 、国や自治体など公的機関による対応（公助）の三つ 組み わせで考える。　
太平洋島嶼各国の状況をみると、







それまで築き上げた開発の成果を一瞬にして無に帰してしまう。太平洋島嶼国は「隔絶性」 「遠隔性」 「狭小性」という開発における大きなハンディキャップを負っているだけでなく、自然災害のハザードが いうえに、気候変動によりそのリスクが高まっていることはまぎれもない事実である。このため、防災先進国を自認するわが国をはじめ開発パートナーは、これらの国々 対して事前の被害
軽減と対応力向上、および発災時の緊急対応の協力を拡充することが求められている。　
一方で、これまでみてきた事例
から、太平洋島嶼は災害に対して脆弱性が高いといわ ながらも、自助、共助による強い対応力、強靭性（レジリエンス）も併せ持っていることが明 かになった。その要因としては 伝統社会のなかで家族やコミュニティの結びつきが強いという「社会構造」 、自然との共生という人々の「生活様式」 、そして「啓発・教育」という三つの点 あげられるだろう。　
日本でも災害経験を繰り返すな
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